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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被検体から伝播する音響波を受信し、電気信号である受信信号に変換する複数の受信素
子と、
　前記受信信号を用いて、当該受信信号に応じて受信の指向性を調整する適応型ビームフ
ォーミングを行う適応型ビームフォーミング手段と、
　前記受信信号を用いて、予め定められた指向性を持つ整相加算型ビームフォーミングを
行う整相加算型ビームフォーミング手段と、
　拘束ベクトルを用いて求めた信号強度と、前記適応型ビームフォーミング手段からの出
力信号と、に基づいて変調比率を計算する計算回路と、
　前記変調比率に基づいて、前記整相加算型ビームフォーミング手段からの出力信号に振
幅変調を行う振幅変調手段と、
　前記振幅変調手段から出力された信号に基づいて、前記被検体内の画像データを生成す
る手段と、
　を有することを特徴とする被検体情報取得装置。
【請求項２】
　前記振幅変調手段は、時間に応じて変化する関数により補正した前記変調比率を用いて
、前記振幅変調を行う
　ことを特徴とする請求項１に記載の被検体情報取得装置。
【請求項３】
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　前記振幅変調手段は、単調増加関数により前記変調比率を補正する
　ことを特徴とする請求項２に記載の被検体情報取得装置。
【請求項４】
　前記振幅変調手段は、時間的に変化するパラメータを含む線形補間式により前記変調比
率を補正する
　ことを特徴とする請求項２に記載の被検体情報取得装置。
【請求項５】
　前記複数の受信素子は一次元に配列されており、かつ、前記配列の方向に交差する方向
で機械的に移動した各位置において前記受信信号を生成し、
　前記適応型ビームフォーミング手段および前記整相加算型ビームフォーミング手段は、
前記各位置における受信信号にビームフォーミングを行なって出力信号を生成し、前記振
幅変調手段は、前記各位置において振幅変調を行うものであり、
　複数の位置において前記振幅変調手段により生成され出力された信号を用いて、前記配
列の方向に交差する方向におけるビームフォーミングが行われる
　ことを特徴とする請求項１ないし４のいずれか１項に記載の被検体情報取得装置。
【請求項６】
　前記適応型ビームフォーミングは、ＤＣＭＰ法である
　ことを特徴とする請求項１ないし５のいずれか１項に記載の被検体情報取得装置。
【請求項７】
　前記被検体から伝播する音響波とは、前記被検体に送信された超音波のエコー波である
　ことを特徴とする請求項１ないし６のいずれか１項に記載の被検体情報取得装置。
【請求項８】
　前記被検体から伝播する音響波とは、前記被検体に電磁波が照射されたときに発生する
光音響波である
　ことを特徴とする請求項１ないし６のいずれか１項に記載の被検体情報取得装置。
【請求項９】
　前記計算回路は、前記拘束ベクトルを用いて求めた信号強度と、前記適応型ビームフォ
ーミング手段からの出力信号の比を前記変調比率とする
　ことを特徴とする請求項１ないし８のいずれか１項に記載の被検体情報取得装置。
【請求項１０】
　前記振幅変調手段は、前記整相加算型ビームフォーミング手段からの出力信号に、前記
変調比率を乗じる
　ことを特徴とする請求項９に記載の被検体情報取得装置。
【請求項１１】
　被検体から伝播する音響波を受信した複数の受信素子から出力される受信信号に基づい
て、前記被検体内の画像データを生成する情報処理装置であって、
　前記受信信号を用いて、当該受信信号に応じて受信の指向性を調整する適応型ビームフ
ォーミングを行う適応型ビームフォーミング手段と、
　前記受信信号を用いて、予め定められた指向性を持つ整相加算型ビームフォーミングを
行う整相加算型ビームフォーミング手段と、
　拘束ベクトルを用いて求めた信号強度と、前記適応型ビームフォーミング手段からの出
力信号と、に基づいて変調比率を計算する計算回路と、
　前記変調比率に基づいて、前記整相加算型ビームフォーミング手段からの出力信号に振
幅変調を行う振幅変調手段と、
　を有することを特徴とする情報処理装置。
【請求項１２】
　前記計算回路は、前記拘束ベクトルを用いて求めた信号強度と、前記適応型ビームフォ
ーミング手段からの出力信号の比を前記変調比率とする
　ことを特徴とする請求項１１に記載の情報処理装置。
【請求項１３】
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　前記振幅変調手段は、前記整相加算型ビームフォーミング手段からの出力信号に、前記
変調比率を乗じる
　ことを特徴とする請求項１２に記載の情報処理装置。
【請求項１４】
　複数の受信素子により、被検体から伝播する音響波を受信し、電気信号である受信信号
に変換するステップと、
　前記受信信号を用いて、当該受信信号に応じて受信の指向性を調整する適応型ビームフ
ォーミングを行う適応型ビームフォーミングステップと、
　前記受信信号を用いて、予め定められた指向性を持つ整相加算型ビームフォーミングを
行う整相加算型ビームフォーミングステップと、
　拘束ベクトルを用いて求めた信号強度と、前記適応型ビームフォーミングステップにお
ける出力信号と、に基づいて変調比率を計算する計算ステップと、
　前記変調比率に基づいて、前記整相加算型ビームフォーミングステップにおける出力信
号に振幅変調を行う振幅変調ステップと、
　前記振幅変調された信号に基づいて、前記被検体内の画像データを生成する生成ステッ
プと、
を有することを特徴とする被検体情報取得方法。
【請求項１５】
　前記計算ステップでは、前記拘束ベクトルを用いて求めた信号強度と、前記適応型ビー
ムフォーミングステップにおける出力信号の比を前記変調比率とする
　ことを特徴とする請求項１４に記載の被検体情報取得方法。
【請求項１６】
　前記振幅変調ステップでは、前記整相加算型ビームフォーミングステップにおける出力
信号に、前記変調比率を乗じる
　ことを特徴とする請求項１５に記載の被検体情報取得方法。 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、被検体情報取得装置、情報処理装置および被検体情報取得方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波を用いて被検体内部の３次元構造を画像化する超音波イメージング装置は、安価
かつ副作用の少ない超音波診断装置として、広く医療現場において活用されている。
　超音波診断装置の性能は、超音波イメージング技術の向上により年々急速に向上してい
る。この性能をさらに向上させる技術の一つとして、適応型信号処理を用いた画像再構成
技術が研究されている。例えば、非特許文献１には適応型信号処理としてＤＣＭＰ法（Ｄ
ｉｒｅｃｔｉｏｎａｌｌｙ　Ｃｏｎｓｔｒａｉｎｅｄ　Ｍｉｎｉｍｉｚａｔｉｏｎ　ｏｆ
　Ｐｏｗｅｒ：方向拘束付電力最小化法）を用いた超音波ビームフォーミング技術が報告
されている。
【０００３】
　ＤＣＭＰ法はアダプティブアンテナ技術の一つとして開発された適応型信号処理技術で
ある。ＤＣＭＰ法は、所望方向からの到来電波の受信ゲインを一定にするという拘束条件
のもとに受信の指向性を適応的に調整し、妨害波を含む全受信信号の強度を最小にする受
信方法である。この方法によれば、信号強度に対する妨害波強度の比率を最小に出来るの
で、ＳＮの良い信号を受信することができる。またこの方法によれば、整相加算に基づく
通常のビームフォーミング方法に比べて、再構成画像の分解能やコントラストを改善でき
ることが知られている。ＤＣＭＰ法はＣＡＰＯＮ法とも呼ばれている。
【０００４】
　特許文献２、特許文献３は、ＤＣＭＰ法を超音波イメージングに適用する場合の計算方
法を開示している。特許文献１は、ＤＣＭＰ法に基づくビームフォーミングの出力信号と
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整相加算ビームフォーミングの出力信号とを比較し、小さい方の信号を出力するビーム信
号合成方法を開示している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１０－２００９２６号公報
【特許文献２】米国特許出願公開第２００３／００６５２６２号明細書
【特許文献３】米国特許第６７９８３８０号明細書
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】J.F.Synnevag, et al. “Adaptive Beamforming Applied to Medical U
ltrasound Imaging”, IEEE Trans. ULTRASONIC, FERROELECTRICS, AND FREQUENCY CONTR
OL, VOL.54, NO.8, AUGUST 2007
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ＤＣＭＰ法による超音波ビームフォーミングは再構成画像の分解能を大幅に向上すると
いう長所がある。しかし、ＤＣＭＰ法には、フォーカス点から到来する信号成分と相関性
のある相関性干渉波が雑音として入力されると、フォーカス点からの信号成分を打ち消し
てしまうという問題点も知られている。超音波イメージングの場合には、一つの送信波が
様々な反射体で反射され、その合成信号が受信されるので、フォーカス点以外からの雑音
波は原則として全て相関性干渉波であって、特にこの問題は重要である。
【０００８】
　この問題を解決するため、ＤＣＭＰ法を超音波画像に適用する場合には、相関行列の空
間平均処理、相関行列の時間平均処理、相関行列対角項への微小正数加算など、通常多く
の追加処理が必要とされている。これらの追加処理は、ＤＣＭＰ法の問題点を緩和し、様
々な雑音波を含む受信信号に対してビームフォーミングのロバスト性を向上させる効果が
ある。
【０００９】
　しかしながらこれらの追加処理は、ＤＣＭＰ法の特徴をある程度減少させるため、これ
らの条件次第では、ＤＣＭＰ法の特性が通常の整相加算ビーム法よりも悪くなることがあ
った。具体的には、ＤＣＭＰ法の方が分解能的には優位であるが、コントラストでは整相
加算法の方が優位であるという状況が起こりやすかった。すなわち、ＤＣＭＰ法では分解
能は良好だがコントラストには不満が残り、整相加算ビームフォーミングではコントラス
トは良好だが分解能に不満が残る。
【００１０】
　そこで、このように長所、短所の異なる二種以上のビームフォーミング方法の出力信号
を合成し、それぞれの長所を強調した新たな出力信号生成手段が求められている。
【００１１】
　本発明は上記課題に鑑みてなされたものであって、その目的は、被検体から受信された
超音波に適応型信号処理を行って被検体内の画像データを生成する装置において、画像の
品質を向上させることにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明は以下の構成を採用する。すなわち、
　被検体から伝播する音響波を受信し、電気信号である受信信号に変換する複数の受信素
子と、 前記受信信号を用いて、当該受信信号に応じて受信の指向性を調整する適応型ビ
ームフォーミングを行う適応型ビームフォーミング手段と、 前記受信信号を用いて、予
め定められた指向性を持つ整相加算型ビームフォーミングを行う整相加算型ビームフォー
ミング手段と、拘束ベクトルを用いて求めた信号強度と、前記適応型ビームフォーミング
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手段からの出力信号と、に基づいて変調比率を計算する計算回路と、前記変調比率に基づ
いて、前記整相加算型ビームフォーミング手段からの出力信号に振幅変調を行う振幅変調
手段と、 前記振幅変調手段から出力された信号に基づいて、前記被検体内の画像データ
を生成する手段と、を有することを特徴とする被検体情報取得装置である。 
【００１３】
　本発明はまた、以下の構成を採用する。すなわち、
　被検体から伝播する音響波を受信した複数の受信素子から出力される受信信号に基づい
て、前記被検体内の画像データを生成する情報処理装置であって、前記受信信号を用いて
、当該受信信号に応じて受信の指向性を調整する適応型ビームフォーミングを行う適応型
ビームフォーミング手段と、前記受信信号を用いて、予め定められた指向性を持つ整相加
算型ビームフォーミングを行う整相加算型ビームフォーミング手段と、拘束ベクトルを用
いて求めた信号強度と、前記適応型ビームフォーミング手段からの出力信号と、に基づい
て変調比率を計算する計算回路と、前記変調比率に基づいて、前記整相加算型ビームフォ
ーミング手段からの出力信号に振幅変調を行う振幅変調手段と、を有することを特徴とす
る情報処理装置である。 
【００１４】
　本発明はまた、以下の構成を採用する。すなわち、
　複数の受信素子により、被検体から伝播する音響波を受信し、電気信号である受信信号
に変換するステップと、前記受信信号を用いて、当該受信信号に応じて受信の指向性を調
整する適応型ビームフォーミングを行う適応型ビームフォーミングステップと、前記受信
信号を用いて、予め定められた指向性を持つ整相加算型ビームフォーミングを行う整相加
算型ビームフォーミングステップと、拘束ベクトルを用いて求めた信号強度と、前記適応
型ビームフォーミングステップにおける出力信号と、に基づいて変調比率を計算する計算
ステップと、前記変調比率に基づいて、前記整相加算型ビームフォーミングステップにお
ける出力信号に振幅変調を行う振幅変調ステップと、前記振幅変調された信号に基づいて
、前記被検体内の画像データを生成する生成ステップと、を有することを特徴とする被検
体情報取得方法である。 
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、被検体から受信された超音波に適応型信号処理を行って被検体内の画
像データを生成する装置において、画像の品質を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】ＤＣＭＰ法を用いた従来の装置の構成を示す図。
【図２】整相加算法とＤＣＭＰ法のライン波形の例を示す図。
【図３】実施例１に係る装置の構成を示す図。
【図４】１点ターゲットのエコー画像を用いて実施例１の効果を説明する図。
【図５】２点ターゲットのエコー画像を用いて実施例１の効果を説明する図。
【図６】実施例２に係る装置の構成を示す図。
【図７】実施例３に係る装置の構成を示す図。
【図８】実施例４に係る装置の構成を示す図。
【図９】実施例５に係る装置の構成を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下に図面を参照しつつ、本発明の実施形態を詳しく説明する。ただし、以下に記載さ
れている詳細な計算式、計算手順などは、発明が適用される装置の構成や各種条件により
適宜変更されるべきものであり、この発明の範囲を以下の記載に限定する趣旨のものでは
ない。
【００１８】
　本発明の被検体情報取得装置には、被検体に超音波を送信し、被検体内部で反射し伝播
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した反射波（エコー波）を受信して、被検体情報を画像データとして取得する超音波エコ
ー技術を利用した超音波イメージング方法及び装置を含む。また、被検体に光（電磁波）
を照射すると光音響効果により被検体内で発生し伝播した音響波を受信して、被検体情報
を画像データとして取得する光音響イメージング方法及び装置を含む。
【００１９】
　前者の超音波エコー技術を利用した装置の場合、取得される被検体情報とは、被検体内
部の組織の音響インピーダンスの違いを反映した情報である。後者の光音響効果を利用し
た装置の場合、取得される被検体情報とは、光照射によって生じた音響波の発生源分布、
被検体内の初期音圧分布、あるいは初期音圧分布から導かれる光エネルギー吸収密度分布
や吸収係数分布、組織を構成する物質の濃度分布を示す。物質の濃度分布とは、例えば、
酸素飽和度分布や酸素化・還元ヘモグロビン濃度分布などである。
【００２０】
　本発明でいう音響波とは、典型的には超音波であり、音波、超音波、音響波と呼ばれる
弾性波を含む。光音響効果により発生した音響波のことを、光音響波または光超音波と呼
ぶ。音響検出器（例えば探触子）は、被検体内で発生又は反射して伝播した音響波を受信
する。
【００２１】
　本発明は、被検体情報取得装置の行う各動作をコンピュータ等が制御して実現するため
の被検体情報取得方法としても捉えることができる。本発明はまた、探触子により取得済
みの音響波から変換された電気信号が記憶装置に格納されている場合に、それらの信号を
用いて被検体情報を画像データとして構成する情報処理装置として捉えることができる。
【００２２】
　以下の記載において整相加算とは、超音波探触子の複数の受信素子の位置と被検体内の
ターゲット位置を考慮して、被検体情報を求める処理を指す。より具体的には、音響波を
送信した方向や音響波が帰ってくる位置（光音響効果を利用する場合は音響波が発生した
位置）に応じて、複数の受信信号に対する遅延処理を行う。さらに、遅延処理後の複数の
受信信号に対して加算処理を行う。つまり整相加算処理を実行する。このような整相加算
処理は、被検体内の各位置からの音響波の音圧に対応する信号を生成する処理であり、受
信ビームフォーミングに基づく処理である。
【００２３】
　整相加算処理の際に、複数の受信信号のそれぞれに重みを乗じた上で加算を行うことが
ある。すなわち、観察位置や送受信の条件は信号受信前に分かっているので、それら条件
に応じて定められる重みを受信信号に乗じて加算処理することで、良好な画像を得ること
ができる。かかる重みとして、観察位置や送受信条件に応じて予め計算された固定の重み
を用いる方法は、通常の整相加算処理において行われており、つまり固定型信号処理とも
呼べる。
【００２４】
　さらに、乗算に用いる重みを受信信号に応じて適応的に変化させる方法、つまり適応型
信号処理も行うことも可能であり、これには上述したＤＣＭＰ法（ＣＡＰＯＮ法）などが
含まれる。かかる適応型ビームフォーミングでは、受信信号に応じて受信の指向性が調整
される。
【００２５】
　このように得られた被検体内の各位置（ピクセルあるいはボクセル）での信号強度（ボ
リュームデータ）処理は、表示用の画像データを作成する意味で画像再構成とも呼ばれる
場合がある。
【００２６】
　本発明の詳細を説明する前に、従来のＤＣＭＰ法の実施例について説明する。
　図１は、ＤＣＭＰ法を用いた従来の被検体情報取得装置の構成である。図において、送
信信号制御回路２はＣＰＵ１６の指示により送信信号３を発生し、送受信制御回路４を介
して超音波探触子１の超音波送受信素子群５を駆動し、パルス状の超音波ビーム６を送信
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【００２７】
　超音波ビーム６の反射によって発生した超音波エコー波７は、再び超音波送受信素子群
５によってＭチャネルの電気信号に変換され、送受信制御回路４を通って整相遅延回路８
に送られる。送られた電気信号はＡＤ変換回路（不図示）によってディジタル信号に変換
される。整相遅延回路８は超音波ビーム６上の任意の点Ｑからのエコー信号の到着時刻が
揃うように各信号の遅延時間を調整する。
【００２８】
　複素変換回路９は遅延時間の調整されたＭチャネルの信号をそれぞれ複素信号に変換す
る。複素変換回路９における複素変換処理は、実数値列からなる入力信号を元に、各周波
数成分の位相が９０°ずれた信号を生成し、その９０°位相のずれた信号を虚数部として
付加することにより複素信号へと変換する。９０°位相のずれた信号は、奇数タップ、奇
対称係数のＦＩＲフィルタを用いることにより計算できるので、複素変換回路９は容易に
実現可能である。ここで、複素変換回路９の時刻ｔのＭチャネル出力信号を、以降の説明
のためにｘ［１，ｔ］，ｘ［２，ｔ］，ｘ［３，ｔ］，．．．，ｘ［Ｍ，ｔ］とおく。図
ではＭは５に相当し、時刻ｔの記載は省略している。
【００２９】
　複素受信信号ｘ［１，ｔ］，ｘ［２，ｔ］，ｘ［３，ｔ］，．．．，ｘ［Ｍ，ｔ］から
複素相関行列Ａ［ｔ］を計算する手順は、相関性干渉波の影響を減衰させる方法として知
られた空間平均法に従う。空間平均法においては、Ｍ個の複素信号を数式（１）のように
Ｌ個ずつ纏めてサブアレイ信号ベクトルＸｊ［ｔ］を定義し、数式（２）に従って、複素
相関行列を計算する。数値Ｌは通常Ｍ／２程度の数値が用いられる。数式（２）において
、Ｘｊ［ｔ］の右肩の記号Ｈはベクトルの転置、複素共役を示す。
【数１】

【００３０】
　図において、相関行列計算回路１０［１］、１０［２］、１０［３］はサブアレイ信号
ベクトルＸ１［ｔ］、Ｘ２［ｔ］、Ｘ３［ｔ］の相関行列をそれぞれ計算する回路である
。平均回路１１は計算された個々の相関行列を加算平均し、数式（２）の複素相関行列Ａ
［ｔ］を出力する回路である。図において、Ｌは３に相当する。
【００３１】
　相関行列修正回路１２は、複素相関行列Ａ［ｔ］の対角項にＴｒａｃｅ［Ａ］に比例し
たε×Ｔｒａｃｅ［Ａ］を加算して修正複素相関行列Ａ’［ｔ］を得る計算回路である。
ここで、εは微小正数、Ｔｒａｃｅ［Ａ］は行列Ａの対角項の和を表す。対角項にε×Ｔ
ｒａｃｅ［Ａ］を加算する処理は、後段の最適重み計算を安定化し、ＤＣＭＰ法の出力の
ロバスト性を向上させる効果がある。計算式は数式（３）の通りであり、式中のＩは単位
行列を表す。
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【数２】

【００３２】
　また、同様にＤＣＭＰ法の出力のロバスト性を向上させるために、複素相関行列Ａ［ｔ
］を時間的に平均化することもあるが、図の実施例では省略している。
【００３３】
　重みベクトル計算回路１３は、修正複素相関行列Ａ’［ｔ］と既知の拘束ベクトルＣを
用いて最適重みベクトルＷ［ｔ］を計算する。最適重みベクトルＷ［ｔ］はＤＣＭＰ法に
よれば、数式（４）の拘束条件の下で数式（５）の信号強度Ｐを最小にするベクトルＷ［
ｔ］として与えられる。
【数３】

【００３４】
　数式（４）を拘束条件としてＰを最小とする最適重みベクトルＷを求める問題は解析的
に解くことができ、最適重みベクトルＷ［ｔ］の解は数式（６）で与えられる。Ａ’［ｔ
］の右肩の－１は、Ａ’［ｔ］の逆行列を示す。また、拘束ベクトルＣは受信するべき信
号の到来方向を指定する既知のベクトルであり、整相遅延の出力信号に対しては通常全て
の要素を１とするベクトルである。ここでは、後述の説明の都合で数式（７）のように大
きさを１に規格化した拘束ベクトルを用いる。重みベクトル計算回路１３は、数式（６）
を計算する。
【００３５】
【数４】

【００３６】
　出力信号計算回路１４は、最適重みベクトルＷ［ｔ］とサブアレイ複素信号ベクトルＸ
ｊ［ｔ］とから、数式（８）により複素出力信号Ｙ（ｔ）を計算する。さらに信号強度計
算回路１５は、出力信号Ｙから数式（９）により出力信号強度Ｐｏｗ［ｔ］を計算し、そ
の結果をＣＰＵ１６に転送する。
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【数５】

【００３７】
　これにより、ＣＰＵ１６は、送信ビーム経路上の高精度なエコー強度信号を入手するこ
とが出来る。ＣＰＵ１６は送信信号制御回路２によって超音波ビームの発信位置と方向を
順次走査して各超音波ビーム経路上のエコー強度信号を収集し、それを元にエコー画像を
作成して表示装置１７に表示する。
【００３８】
　数式（１）から数式（９）の処理は、ディジタル回路手段、或いは汎用の高速計算機で
計算できるので、上記の手順を行えばＤＣＭＰ法に基づいた被検体情報取得装置が実現で
きる。
【００３９】
　以上、従来のＤＣＭＰ法を超音波ビームフォーミングに適用した場合の実施例について
詳しく説明した。ここで、ＤＣＭＰ法によって生成されたエコー画像は、例えば数式（３
）に示す微小パラメータεによって大きく変化することが知られている。微小パラメータ
εを極めて小さく設定すると、被検体内部に存在する孤立した点ターゲットの解像度は大
幅に向上するが、線状ターゲットなどの場合には周辺からの反射波との干渉により、信号
強度が大幅に減少することがあった。
【００４０】
　また、微小パラメータεを大きくしていくと、エコー画像はサブアレイ受信信号の整相
加算エコー画像に漸近する。サブアレイ受信信号の信号数Ｌは元々の受信信号数Ｍの約半
分で開口が狭いので、このことは微小パラメータεを大きくすると通常のＭ素子信号の整
相加算像よりも分解能の悪い整相加算像に漸近することを意味する。
【００４１】
　εパラメータの値を適切に選べばこれらの問題はある程度回避が可能である。しかし、
εパラメータの値を適切に選んだとしても、被検体内部の反射体の分布状況によっては通
常の整相加算法よりも画像コントラストが低下することが避けられなかった。
【００４２】
　ＤＣＭＰ法のロバスト性を改善する方法として、相関行列を時間的に平滑化して最適重
み計算に用いる方法も有効である。しかし、この方法も条件によって画像コントラストの
低下をもたらすことがあった。また、受信信号に大きなランダム雑音が重畳した時にも、
ＤＣＭＰ法の特性は、εが大きな値として設定された場合と同様に分解能や画像コントラ
ストの低下することがあった。
【００４３】
　図２は、ある条件下における整相加算法とＤＣＭＰ法の出力エコー画像の１ライン波形
を示したものである。図２（ａ）は孤立した点ターゲットの整相加算の結果、図２（ｂ）
はそのＤＣＭＰ法の結果、（ｃ）は分離した２点ターゲットの整相加算の結果、（ｄ）は
そのＤＣＭＰ法の結果、をそれぞれ示している。これを見ると、ＤＣＭＰ法のエコー画像
はピークの幅が整相加算法よりも狭くなっており、分解能的には優れていることが分かる
。しかし、ＤＣＭＰ法のエコー画像はピークから離れたところでの信号レベルが大きくな
り、コントラストの面では劣っていることが分かる。
【００４４】
　このような状況に鑑み、二つの性質の異なったビームフォーミング方法の出力を合成し
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、両方の長所を生かした新たな出力信号を生成することが求められている。言い換えると
、被検体から受信された超音波に適応型信号処理（ＤＣＭＰ法）を行って被検体内の画像
データを生成する装置において、画像の品質を向上させることが必要とされている。
【００４５】
　＜実施例１＞
　図３は、実施例１に係る装置を示したものである。実施例１では、図１の従来の実施例
に比較して、出力信号計算回路１４の代わりにブロック２１から２５を追加している。以
下、この相違点を中心に説明を行う。
【００４６】
　信号強度計算回路２１は、数式（１０）に基づいて、修正相関行列Ａ’［ｔ］と最適重
みベクトルＷ［ｔ］とからＤＣＭＰ法に基づく出力信号強度Ｐｗを計算する。
【数６】

【００４７】
　また、信号強度計算回路２２は、数式（１１）に基づいて、修正相関行列Ａ’［ｔ］と
拘束ベクトルＣとから、受信すべき信号が到来する方向からの信号強度Ｐｃを計算する。
【数７】

【００４８】
　εパラメータが微小正数ならばＡ’［ｔ］はＡ［ｔ］で近似できるので、信号強度Ｐｃ
は数式（１２）で示されるようにサブアレイ信号の整相加算の平均信号強度にほぼ等しい
。従って、数式（１１）のＰｃの計算は、サブアレイ信号Ｘｊの整相加算の平均信号強度
から直接計算することもできる。
【数８】

【００４９】
　変調比率計算回路２３は、数式（１３）のように二つの出力信号強度ＰｗとＰｃの比を
計算して変調比率γを計算する。
【数９】

【００５０】
　数式（１３）で分子となるＰｗ［ｔ］は数式（４）の拘束条件のもとで計算された最小
強度である。また、拘束ベクトルＣを一つの重みベクトルと考えると、Ｃも数式（４）の
拘束条件を満足する重みベクトルである。その結果、数式（１３）で計算される変調比率
γは、数式（１４）の範囲にあることが保証される。
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【数１０】

【００５１】
　加算回路２４は入力信号を加算し、整相加算法に基づくビームフォーミング信号Ｙｄａ
ｓを計算する。計算された整相加算信号Ｙｄａｓは振幅変調回路２５によって数式（１５
）のように振幅変調され、変調された整相加算信号Ｙ’［ｔ］は信号強度計算回路１５に
送られる。

【数１１】

【００５２】
　信号強度計算回路１５は整相加算信号Ｙ’［ｔ］を包絡線検波して強度信号に変換し、
ＣＰＵ１６に転送する。ＣＰＵ１６は、超音波ビームごとの強度信号を入力し、エコー画
像に再構成して表示回路１７に表示する。
【００５３】
　このようにすれば、数式（１０）から数式（１５）はディジタル回路手段、或いは汎用
の高速計算機によって計算できるので、本発明は容易に実現できる。
【００５４】
　図４は、孤立した点ターゲットに対するエコー画像のライン波形を用いて、本実施例の
効果を説明する図である。図４（ａ）はＹｄａｓに相当する通常の整相加算法の出力ライ
ン波形、図４（ｂ）はＰｃに相当するサブアレイ信号の整相加算法の出力ライン波形であ
る。サブアレイ信号の整相加算の波形（図４（ｂ））は、通常の整相加算の波形（図４（
ａ））に比べて加算する受信信号の数が少ないため、波形の広がりが大きく解像度が劣化
している。
【００５５】
　図４（ｃ）はＰｗに相当するＤＣＭＰ法の出力信号強度波形である。ＤＣＭＰ法の出力
信号強度（図４（ｃ））は、整相加算の結果（図４（ａ））に比較すると、解像度は大幅
に向上しているが波形のすそ野の広がりが大きく、画像コントラストが劣化していること
がわかる。図４（ｄ）はγに相当する変調比率波形である。変調比率γは、サブアレイ信
号の整相加算出力がＤＣＭＰ法によって減衰された比率であり、ＤＣＭＰ法による特性改
善の比率と考えても良い。本実施例では、通常の整相加算の出力信号に対してこのＤＣＭ
Ｐ法の「改善効果」比率γを乗算し、通常の整相加算の出力特性を改善するようにする。
【００５６】
　図４（ｅ）はその結果となる変調出力信号Ｙ’の強度波形である。Ｙ’の強度波形（図
４（ｅ））は、「改善効果」比率γを乗算によって、ＤＣＭＰ法の波形（図４（ｃ））の
高い解像度を持つと同時に裾野の広がりも大きく減衰し、コントラストは整相加算の波形
（図４（ａ））よりもさらに改善している。「改善効果」比率γは数式（１４）のように
１以下であるから、コントラストは整相加算の結果よりも改善される。
【００５７】
　図５は、二つの点ターゲットに対するエコー画像のライン波形を示したものである。図
４と同様に、図５（ａ）はＹｄａｓ、図５（ｂ）はＰｃ、図５（ｃ）はＰｗ、図５（ｄ）
はγ、図５（ｅ）はＹ’にそれぞれ相当するエコー画像のライン波形である。図４の孤立
した点ターゲットの場合と同様に、本実施例の出力（図５（ｅ））は、解像度、コントラ
ストの両面で、整相加算法とＤＣＭＰ法のどちらよりも優れていることが分かる。
【００５８】
　以上のように、本発明によれば、整相加算ビームフォーミング法とＤＣＭＰビームフォ
ーミング法という特性の異なる二つのビームフォーミング法の出力を合成できる。これは
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、本発明において適応型ビームフォーミング手段により適応型ビームフォーミング（ＤＣ
ＭＰ法）が行われ、整相加算型ビームフォーミング手段により整相加算型ビームフォーミ
ングが行われることに相当する。そして、振幅変調手段により適応型ビームフォーミング
手段および整相加算型ビームフォーミング手段の一方からの出力信号を用いて他方の出力
信号に振幅変調を行うことに相当する。そして、振幅変調手段からの出力信号に基づいて
被検体内の画像データが生成される。
【００５９】
　これにより、特性の優れたビームフォーミング出力信号を生成することが出来る。本発
明によれば、従来の単一のビームフォーミング法では実現できなかった高分解能と高コン
トラスト特性の両立を実現する手段を提供することが可能になる。
【００６０】
　＜変形例＞
　なお、本実施例はその実施にあたって様々な変更が可能である。振幅変調処理は、数式
（１５）に示したような単なる乗算に限定されることはなく、変調比率を適切に補正して
も良い。例えば、任意の単調増加関数ｇ（ｘ）を用いて、数式（１６）のように変形して
も同様な効果の期待できる。
【数１２】

【００６１】
　また、被検体内部の深度に応じて通常の整相加算処理の特性を強調するために、αを時
間的に変化するパラメータとし、数式（１７）のような線形補間式とすることもできる。

【数１３】

【００６２】
　さらに、本実施例では、信号強度計算を容易にするために、複素変換回路９の複素出力
を入力として整相加算するようにしている。しかし、整相遅延回路８の出力である実数値
をそのまま加算して振幅変調し、信号強度計算回路１５で包絡線検波するようにしても実
現できる。
【００６３】
　さらに、Ｐｃ、Ｐｗの計算において、数式（１０）、数式（１１）の相関行列Ａ’を平
均計算回路の出力Ａに変更しても、類似の効果が得られる。
【００６４】
　さらに振幅変調は、本実施例のように整相加算信号に対して行うのではなく、振幅変調
回路２５と信号強度計算回路１５の位置を交換し、信号強度に変換した後に振幅変調して
も同様の効果がある。
【００６５】
　このように、本発明の計算処理は、個々の計算の順序、計算式の変数を類似の変数に置
き換えても等価、又は同様の効果が期待できる。しかしこのように変形しても、第一およ
び第二のビームフォーミング法の一方の出力信号強度を用いて他方のビームフォーミング
法の出力を変調するという本発明の趣旨に沿うものであり、本発明に含まれる。
【００６６】
　＜実施例２＞
　図６は、実施例２に係る装置を示したものである。実施例２は実施例１の簡易版に相当
し、ＤＣＭＰビームフォーミング法の出力信号強度Ｐｗを用いて、直接整相加算ビームフ
ォーミング法の出力信号Ｙｄａｓを振幅変調する実施例である。
【００６７】
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　本実施例の図６を実施例１の図３と比較すると、信号強度計算回路２２、変調比率計算
回路２３が無く、出力されたＰｗは振幅変調回路２５に入力される点が異なる。すなわち
、変調比率γを用いた計算は行われない。
【００６８】
　この実施例での振幅変調回路２５は、例えば、数式（１８ａ）又は数式（１８ｂ）の計
算処理を実行すればよい。なお、数式中のＫは定数である。このようにすれば、二つのビ
ームフォーミング法の中間的な出力信号を出力することができ、実施例１ほどではないが
、二つのビームフォーミング法の短所を緩和した合成信号を出力することが出来る。
【数１４】

【００６９】
　＜実施例３＞
　図７は、実施例３に係る装置を示したものである。実施例３は実施例２とは逆に、整相
加算ビームフォーミング法の出力強度信号でＤＣＭＰビームフォーミング法の出力信号の
振幅変調を行った場合の実施例である。
【００７０】
　図において、加算回路２４で出力された整相加算信号Ｙｄａｓは絶対値回路３１で強度
信号に変換される。出力信号計算回路１４から出力されたＤＣＭＰ法の出力信号Ｙｗは、
振幅変調回路３２において整相加算信号Ｙｄａｓの強度信号で振幅変調され信号強度計算
回路１５に入力される。
【００７１】
　振幅変調回路３２で出力される変調出力信号Ｙ’は、例えば数式（１９ａ）又は数式（
１９ｂ）のようにする。このようにすれば、実施例１ほどではないが、二つのビームフォ
ーミング法の短所を緩和した合成信号を出力することが出来る。

【数１５】

【００７２】
　＜実施例４＞
　図８は、実施例４に係る装置であり、本発明を二次元ビームフォーミングに適用した場
合の実施例である。本実施例における超音波ビームの二次元走査は、複数の送受信素子を
一次元に配列した一次元探触子１を用いて行う。一次元探触子１の電子走査によって配列
方向ｕに走査し、一次元探触子１の機械的な移動によって直交方向ｖを走査するようにす
る。
【００７３】
　かかる二次元ビームフォーミングの計算は、通常計算処理を軽減するために、一つの方
向に一次元ビームフォーミングを行い、その結果を元にその直交する方向に一次元ビーム
フォーミングを行う。これらの処理により、被検体の画像データを複数の断層像などの形
で取得し、被検体内部構造を表示装置等に表示することができる。なお素子の配列された
方向と機械的な移動の方向は交差していれば良く、直交に限らない。
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【００７４】
　本実施例では、先ず第１ステップとして、ｕ方向への電子走査とｖ方向への機械走査を
行い、二次元の各走査位置での一次元ビームフォーミングの結果を記憶回路４０に格納す
る。図において、ＤＣＭＰビームフォーミング回路１０１は実施例１のＤＣＭＰ処理機能
を実現し、変調比率γを出力する回路である。各位置での一次元ビームフォーミングは、
このＤＣＭＰビームフォーミング回路１０１と加算回路２４、振幅変調回路２５を用いた
実施例１の方法で実現することができる。
【００７５】
　次に第２ステップとして、同一ｕ座標上のｖ方向に並んだ一次元ビームフォーミング結
果を記憶回路４０から並列に読み出し、ｖ方向への一次元ビームフォーミングを行う。
【００７６】
　ＤＣＭＰビームフォーミング回路１０２、加算回路４１、振幅変調回路４２はそれぞれ
符号１０１、符号２４、符号２５と同等の回路であり、ｖ方向への本発明のビームフォー
ミング法を実現し、その結果を強度計算回路１５に出力する。強度計算回路１５は振幅変
調回路４２の出力信号を出力強度信号に変換する。ＣＰＵ１６は二次元の各位置での出力
強度信号を強度計算回路１５から入力してエコー画像を再構成し、その結果を表示装置１
７に表示する。
【００７７】
　このようにすれば、二次元ビームフォーミング法においても本発明を容易に実施するこ
とができ、高品質のエコー画像を提供することが出来る。なお、本実施例では、超音波ビ
ームの二次元走査として一次元探触子の電子走査と機械走査の組み合わせを例示したが、
二次元探触子の出力を電子的に切り替えることによっても同様の走査を実現することがで
きることは明らかであり、本発明は適用できる。
【００７８】
　＜実施例５＞
　図９は、本発明を光音響効果によって画像を取得する光音響イメージング装置に適用し
た場合の実施例である。図において、光源５１は光源制御回路５０を介してＣＰＵ１６か
らの指示により被検体内部に電磁波を照射する。被検体内部に存在する検査対象物質はそ
れぞれ照射された電磁波を吸収し、熱膨張によって一斉に光音響波を発生する。超音波受
信素子群５２は到達した音響波を電気信号に変換し、選択回路５４を通して整相遅延回路
８へと送信する。
【００７９】
　このとき、被検体内部に任意の走査線５５を定義し、走査線５５上で発生する光音響波
のみに注目すると、超音波受信素子群５２で受信される光音響波５３の発生位置Ｑは、時
間とともに走査線５５上の近い位置から遠くの位置へと移動する。そこで整相遅延回路８
の遅延時間を受信時刻にあわせて適切に変化させると、整相遅延回路８は１本の走査線５
５上の全ての点で発生した光音響波信号を位相の揃った信号として出力することが出来る
。
【００８０】
　この信号は、走査線５５方向に超音波ビームを送信して得たエコー信号を整相遅延した
信号と全く同等なので、エコー信号を受信する実施例１と全く同様な図９の回路構成によ
って、光音響信号強度波形を計算することが出来る。ＤＣＭＰビームフォーミング回路１
０１は実施例１のＤＣＭＰ処理機能を実現し、変調比率γを出力する回路である。従って
、走査線の位置を移動させながら電磁波の照射と光音響波の受信を繰り返せば、被検体内
部全面の光音響画像を作成することが出来る。
【００８１】
　また、図の様に受信信号を記憶する記憶回路５６を持たせ、最初の電磁波照射による受
信信号を記憶回路５６に記憶し、２回目以降の受信信号は記憶回路５６からの読み出した
信号を使用するように構成することも出来る。電磁波照射による受信信号は光源５１と超
音波受信素子群５２の位置を変えない限り毎回同じである。そのため、一回の電磁波照射
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の再構成画像を計算する処理を走査線位置を変えながら繰り返すようにすれば、電磁波照
射の回数を削減し、効率の良い装置とすることが出来る。
【００８２】
　以上のように、本発明は電磁波の照射によって発生する光超音波を受信して光超音波画
像を再構成する被検体情報取得装置にも同様に適用することができ、高品質な光超音波画
像を提供することが出来る。
【００８３】
　なお、本発明では適応型ビームフォーミングの具体例としてＤＣＭＰ法を説明したが、
類似の方法としてＡＰＥＳ（Ａｍｐｌｉｔｕｄｅ　ａｎｄ　Ｐｈａｓｅ　Ｅｓｔｉｍａｔ
ｉｏｎ）法が知られている。ＡＰＥＳ法は、最適重みベクトルＷを計算する時の相関行列
Ａの計算方法が、サブアレイ信号ベクトルそのものを用いるのではなくサブアレイ信号ベ
クトルとその平均ベクトルとの差分ベクトルを使用する点で、数式（２）と異なっている
。しかし、このような違いがあったとしても適応型ビームフォーミングとしての特性はＤ
ＣＭＰ法とほぼ同等であり、ＡＰＥＳ法であっても本発明を適用することが出来る。
【符号の説明】
【００８４】
１：超音波探触子，２：送信信号制御回路，４：送受信制御回路，５：超音波送受信素子
群，８：整相遅延回路，９：複素変換回路，１０：相関行列計算回路，１１：平均回路，
１３：重みベクトル計算回路，１４：出力信号計算回路，１５：信号強度計算回路，２５
：振幅変調回路

【図１】 【図２】
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